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橿原市地域公共交通計画の進捗報告及び 

令和６年度実施事業について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度 第１回 橿原市地域公共交通会議 



橿原市地域公共交通計画の進捗報告
及び令和6年度実施事業について

報告1



橿原市地域公共交通計画の進捗報告

基本方針Ａに関する目標
①コミュニティバスのサービス向上
②利便性向上に向けた取り組みの増
加

基本方針Ｂに関する目標
①公共交通にアクセス可能な市民
の増加

②主体的に地域公共交通を考える
地域や取り組みの増加

計画全体の目標
①地域公共交通の利用者数の回復
②地域公共交通に対する市の財政負担の維持
③地域内フィーダー系統補助路線の収支率の改善

基本方針Ｃに関する目標
①地域公共交通に係る関係者による活発な意見交換
②地域公共交通に係る積極的な情報発信
③公共交通教育・学習機会の提供の増加

「橿原市地域公共交通計画 P37《計画の目標》より」

報告１ P2



実施した施策 進捗

Ａ－１
路線バスへの補助及びコミバ
スの運行委託による現行バス
路線の維持

市：市内フィーダー系統に対して補助・コミバス運行委託
県：広域バス路線（市内4系統）に対して補助を実施
国：上記すべての路線に補助を実施

Ａ－２
コミュニティバス利用促進施
策の実施

（P3）近鉄百貨店×コミバスコラボキャンペーンの実施

Ａ－３
近鉄大阪線耳成駅バリアフ
リー工事の実施

（P4）近畿日本鉄道㈱により工事開始
（～令和6年9月完成予定）

Ｂ－１ 真菅地区実証実験運行の実施
「乗合ますが号」の実証運行を実施

（令和5年度第2回会議で報告）

Ｃ－１
県・関係市町村・交通事業者
とのエリア会議に参加

奈良県地域公共交通計画に基づく「エリア公共交通検討会
議」に出席し、広域的な公共交通の課題・取組を議論

Ｃ－２
近鉄百貨店と連携でコミバス
利用促進を実施

令和5年度 コミバスコラボキャンペーンで連携
（令和5年度第2回会議で報告）

Ｃ－３
広報かしはらで公共交通に関
する特集記事の掲載

（P6）橿原市地域公共交通計画の策定を主軸に、
市内公共交通の危機的状況、地域住民や企業と連携する取
組について触れる内容を広報

Ｃ－５
公共交通学習の実施に向けて
教育委員会と調整

小学校での授業（公共交通教室）の実施可能性を検討

令和５年度の実施施策・進捗 報告１ P3



近鉄百貨店×コミバスコラボキャンペーン 報告１ P4



近鉄大阪線耳成駅バリアフリー工事 報告１ P5

工事前

工事後

スロープ設置による地上改札化
北側改札は完成・供用開始済 ９月竣工予定



広報かしはら12月号 特集記事 報告１ P6



広報かしはら12月号 特集記事 報告１ P7



令和5年度までの進捗（基本方針A・B・C）

Ａ-➁・・・コミバスコラボキャンペーン（利用促進）
Ｂ-➁・・・真菅地区乗合交通の実証運行
Ｃ-①・・・真菅地区での連携・近鉄百貨店との連携
Ｃ-➁・・・特集記事の掲載など

報告１ P8

評価指標 令和3年度
数値目標

（計画終期）
計画終期
目標値

令和4年度
令和5年度
（1年目）

① 市内を運行するバス路線数 14路線 維持 14路線 14路線 14路線

②
新たに実施するサービス改善策の
取り組み数

0件 増加 1件 0件 1件

① バス・鉄道等による人口カバー率 83% 増加 83％以上 変化なし 変化なし

②
地域が主体的に地域公共交通を考
える取り組み数

1件 増加 2件 1件 1件

①
連携施策を検討する意見交換会の
実施回数

0回 増加 2回／年間以上 0回 2回

②
市広報における地域公共交通に関
する情報発信の回数

0回 増加 2回／年間以上 0回 3回

③ 公共交通学習を実施する学校数 0回 増加 延べ16校 0回 0回

基本
方針
Ａ

基本
方針
Ｂ

基本
方針
Ｃ



114,052人

88,764人 89,519人

102,171人
109,729人

8,058人 5,675人 5,521人 6,695人 5,625人 7,579人 3,588人 5,002人 5,747人 6,563人

43,385人

32,770人
39,278人

44,916人
53,820人

30,460人

20,730人
25,005人 26,358人 27,149人
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令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

利用実績 フィーダー系統 利用者数

平日ダイヤ
土日祝ダイヤ

八木耳成線 神宮イオンモール
・神宮観音寺線

かしはら市
コミュニティバス

神宮イオンモール線
神宮観音寺線

八木耳成線
神宮イオンモール
・神宮観音寺線

かしはら市コミュニティバス

利用
者数

109,729人
（+ 7％）

59,445人 （+ 15％） 33,712人 （+ 5％）

神宮イオンモール線 53,820人 平日ダイヤ 27,149人

神宮観音寺線 5,625人 土日祝日ダイヤ 6,563人
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18,670,138円
15,030,665円 15,146,178円

17,792,595円 18,959,978円

10,163,172円
7,680,094円 8,893,199円 10,070,288円 11,583,081円

5,626,527円
3,588,495円 4,465,336円 4,784,758円 5,028,571円

3,964,000円

3,833,000円 4,082,000円

3,081,000円 2,282,000円

6,003,000円

4,765,000円
4,228,000円 2,450,000円

1,843,000円

2,019,000円

1,688,000円
1,658,000円 1,295,000円 1,101,000円

10,582,862円
14,611,335円 14,222,822円

12,696,405円 12,433,022円

7,355,828円
11,196,906円 10,289,801円 10,988,712円 10,131,919円

11,824,473円
14,655,595円

14,585,624円 14,820,242円 14,770,429円

0円

5,000,000円

10,000,000円

15,000,000円

20,000,000円

25,000,000円

30,000,000円

35,000,000円

40,000,000円

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

利用実績 フィーダー系統 収入状況内訳（＝運行費用の財源）

運送収入 国補助金 市負担

報告１ P10

令和5年度実績
（前年度比）

八木耳成線
神宮イオンモール
・神宮観音寺線

かしはら市
コミュニティバス

運行経費 33,675,000円（+0.3％） 23,558,000円（+0.2％） 20,900,000円（ + 0％）

運送収入 18,959,978円（ + 7％） 11,583,081円（ +15％） 5,028,571円（ + 5％）

国補助金 2,282,000円（ -26％） 1,843,000円（ -25％） 1,101,000円（ -15％）

市負担 12,433,022円（ - 2％） 10,131,919円（ - 8％） 14,770,429円（-0.3％）

八木耳成線
神宮イオンモール
・神宮観音寺線

かしはら市
コミュニティバス



橿原市内のバス路線維持に係る財政負担の推移
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高田イオンモール線

八木新宮線

八木下市線

八木御所線

列1

神宮イオンモール・観音寺線

八木耳成線

かしはら市コミュニティバス

＜市内フィーダー、コミバス＞

報告１ P11

広域路線バス（八木下市線・八木御所線）の財政負担が増加
（収入の伸び悩み、国庫補助の減少などが原因）

・・・コミバス、市内フィーダー系統、広域バス路線

＜広域バス路線＞
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八木御所線

運送収入 国 県 橿原市 高取町 御所市

H31’ R2’ R3’ R4’ R5’

八木下市線

運送収入 国 県 橿原市

高取町 明日香村 大淀町

国庫補助が減少していることに加えて、
市内路線で見られた運送収入の回復が見られない ⇒ 市町村負担が増加

報告１ P12（参考）広域バス路線の費用分担の推移



令和5年度までの進捗（計画全体） 報告１ P13

・全ての項目で、目標（経過での指標）を達成
・財政負担は今後も増加傾向で推移する見込み

評価指標 令和3年度
数値目標

（計画終期）
計画終期
目標値

令和4年度
令和5年度
（1年目）

実績 32,105人 33,712人

R3比 +7.0% +12.3%

実績 974,559人

R3比 +6.6%

実績 564,047人

R3比 +18.9%

実績 13,569,726人 14,170,295人

R3比 +8.1% +12.9%

実績 50,827,259円 53,065,811円

R3比 +8.3% +13.0%

実績 48.8% 53.4%

R3比 +6.3% +10.9%

実績 22.9% 24.1%

R3比 +1.3% +2.5%

計
画
全
体

①-1

かしはらしコミュニティバスの利
用者数

①-2

奈良交通路線バスの利用者数

②

奈良交通路線バス（八木耳成線、
神宮イオンモール線・神宮観音寺
線）の収支率

20％増加 36千人

奈良交通路線バスの利用者数 914千人 20％増加 1,097千人

30千人

46,948千円

10％増加 523千人

近鉄・JRの利用者数（市内13駅の
乗車人員）

12,550千人 10％増加 13,805千人

475千人

バス路線維持に係る市の財政負担
総額

46,948千円 維持

42.5%
5ポイント
以上改善

47.5%

橿原市コミュニティバスの収支率 21.6%
5ポイント
以上改善

26.6%

③



施策 取組予定 実施主体 （◎：メイン）

Ａ－１
行政負担による地域公共交
通の維持

路線バスへの補助及びコミバスの運行委託
による現行バス路線の維持

◎国・県・市

Ａ－２
コミュニティバスのサービス
改善・見直し

利用促進策の実施
バスロケーションシステムの導入

◎市
〇商店（近鉄百貨店）

Ａ－３
誰もが使いやすい公共交通
環境整備

近鉄大阪線耳成駅バリアフリー工事の実施
（令和5年度から継続）

◎交通事業者（近鉄）
〇国・県・市

Ｂ－１
鉄道・バスによるカバー率が
低い地域における移動手段
の確保

真菅地区における実証実験（2回目）
◎地域住民・市
〇交通事業者（タクシー事業者）

Ｃ－１
地域公共交通に係る協議・
調整の場づくり

関係部局、関係機関と協議・調整
（特に広域路線について）

◎市
○国・県、他市町村

Ｃ－２
観光・商業施設・地元企業等
との連携

乗合ますが号の取組で、近隣商店等との連
携を検討
利用促進策について近鉄百貨店と連携して
実施

◎市
〇商店（近鉄百貨店）

Ｃ－５
地域公共交通を地域が自ら
守り育てる意識の醸成

公共交通学習の実施に向けて教育委員会と
協議継続

◎市（都市計画課、教育委員会）

施策内容等は、今後の地域・関係者協議により調整・決定いたします。

令和６年度の取組の予定 報告１ P14


